
年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 16

施　 策 林業の振興
2

26 3

2,081

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,619

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

1,176

×

○

Ü

Ü

Ü

合計

Ü

Ü

×

×

×

Ü

○

○

×

Ü

×

×

×

1,176

林業関係団体への負担金

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

×

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

団体

単位

団体

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 1,002

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

森林普及振興事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

林業総務費

林業総務管理に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

林業関係機関（１０団体）・ボランティア団体（１団体）

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

林業関係機関（１０団体）・ボランティア団体（１団体）の運営支援を行う。

林業関係機関、ボランティア団体への負担金、会費、助成金等の支払い。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,583 318

実績値

1,176一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

緑の少年団

年度

人

千円

1.00

0.25

単位当たりコスト①

－

－

計画値

実績値

－

100.00% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

×

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等合計

26.00

25年度

10.00

865,000

－

1.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

10.00

森林ボランティア団体数
1.00

負担金を支払う森林関係団
体数

－

実績値

計画値

100.00%

－

86,500.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

14.00

合計

人

指　標　名　等

3,083

必要人員

3,083 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

50,000

50,000.00

1.00

1.00

10.00

－－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

3,202

10.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

387

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

林業費

産業振興部　農林水産課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.20

2,884

0826
（47）4022

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

林業総務管理費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
森田　修

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

佐 々 木 　靖

チェック

　林業関係団体への負担金を拠出することにより、森林・林業
事業への発展へ寄与している。
みどりの少年団へ補助を行うことにより、森林への関心を高め
普及啓発を図っている。

　林業関係団体への負担金を拠出することにより、森林・林業
事業への発展へ寄与している。
みどりの少年団へ補助を行うことにより、森林への関心を高め
普及啓発を図っている。

　林業関係団体への負担金を拠出することにより、森林・林業
事業への発展へ寄与するために実施する必要がある。また、み
どりの少年団へ補助を行うことにより、森林への関心を高め普
及啓発を図る。

　林業関係団体への負担金を拠出することにより、森林・林業
事業への発展へ寄与している。
みどりの少年団へ補助を行うことにより、森林への関心を高め
普及啓発を図っている。

×

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

2

10.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

387 産業振興部 農林水産課（森林普及振興事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 16

施　 策 林業の振興
3

26 3

2,913

1,725

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,833

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

Ü

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

0

○

○

○

○

○

合計

Ü

○

○

○

Ü

Ü

Ü

Ü

Ü

×

Ü

Ü

Ü

0

森林整備地域活動支援交付金事業
の協定締結団体数（平成１９年度
～平成２５年度）
２７団体のうち、１１団体を統
合。
（２７団体→１６団体）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

団体

単位

ha

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 2,300

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

森林整備地域活動支援交付金事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

林業振興費

林業普及振興事業に関する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市民、森林所有者
森林整備地域活動支援交付金⇒支援交付金協定締結者（土地所有者・森林組合）
林業施設管理事業⇒（利用対象者　市民　施設管理受託者）

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

森林経営計画の策定、施業を集約化することにより、効率的な木材流通体制の強化と安定的な木材生産量の増加、森林の公
益的機能の発現を図る。

①森林経営計画作成に係る情報収集、森林調査、間伐等の計画の作成、境界・施業界の確認、合意形成等。
②施業集約化の促進のための森林調査、境界調査、施業の合意形成等。
③作業路網の点検、改良。
上記の活動を実施された事業体に交付金を支払う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,900 1,425

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

－

年度

－

人

千円

3,015.94

0.35

単位当たりコスト①

－

－

計画値

実績値

－

100.00% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

○

一般財源等合計

46.00

25年度

16.00

－

3,015.94

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

16.00

協定締結面積
3,015.94

協定締結団体数

－

実績値

計画値

100.00%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

20.00

合計

人

指　標　名　等

3,488

必要人員

5,213 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

4,733,000

1,569.33

3,015.94

－

16.00

－－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

4,733

27.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

388

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

林業費

産業振興部　農林水産課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.35

3,308

0826
（42）4022

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

森林整備地域活動支援交付金事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
立川　義和

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

佐　々　木　　靖

チェック

・協定締結者（安芸北森林組合）が中心となり、森林所有者の
説明会を開催し、森林経営計画の作成、施業の集約化、作業路
網の改良を行う。

・協定締結者（安芸北森林組合）が中心となり、森林所有者の
説明会を開催し、森林経営計画の作成、施業の集約化、作業路
網の改良を行う。

・森林整備活動支援交付金事業により、森林経営計画の作成促
進、施業の集約化の促進、作業路網の改良活動を実施する。

Ü

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

2

－

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

388 産業振興部 農林水産課（森林整備地域活動支援事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 19

施　 策 林業の振興
5

26 3

4,993

34,600

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4,857

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

23,705

○

○

○

○

○

合計

○

Ü

○

○

×

○

○

○

×

×

○

×

○

23,705

環境貢献林整備事業による人工林
整備面積。強度間伐による針広混
交林への誘導や間伐等を実施す
る。

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

ha

単位

ha
里山林累積整備面積

指標化できない成果

計画値

実績値
環境貢献林累積整備面積

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

ha

単位

ha

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 35,518

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

ひろしまの森づくり事業

1 平成

24年度 25年度

国県補助金等

林業振興費

林業普及振興事業に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

森林所有者　　森林利用者

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

23,200

市民生活における環境・鳥獣害対策、森林への関心を高める。（森林の持つ公益的機能の維持・増進を目的として、放置さ
れ荒廃した人工林の再生、里山林の整備、森林・林業体験活動の支援、間伐材の利用対策、森林・林業に対するPR活動な
ど、森林を守り育てる）

H19年度から始まった「ひろしまの森づくり県民税」を使って、森を育てる事業の実施。（H19年度より５年間。H24年
度より５年間延長）
【環境貢献林整備事業】森林所有者への意向調査、事業要望照会。整備計画書の審査。補助金申請受付～補助金支払事務。
【ひろしまの森づくり（交付金事業）】事業要望整備計画書の審査。補助金申請受付～補助金支払事務。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等30,272 29,500

実績値

505一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

里山林整備事業による里山林整備
面積（天然林を対象）
住民団体やNPO等の自らの企
画・立案・取組みへの支援や森
林・林業体験活動への支援を行
う。

年度

人

千円

16.50

0.60

単位当たりコスト①

住民団体やNPO等の自らの企画・立案・取組みへの支援や森林・林業体験活動への支援を行う
ことにより、地元の活性化につながっている。

131.80

－

－

144.25

300.00

里山林整備事業による里山林整備
面積（天然林を対象）

計画値

実績値

113.80

112.00 129.25

－

96.98% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

×

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

Ü

一般財源等合計

78.00

25年度

36.37

－

18.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

35.27

里山林整備面積
（単年）

18.00

環境貢献林整備面積
（単年）

－

実績値

計画値

104.55%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

34.00

合計

人

指　標　名　等

5,911

必要人員

40,511 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

17.25

18.00

44.00

－

254.17 289.44

262.61 302.61

－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

環境貢献林整備事業による人工林
整備面積

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

35,129

44.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

389

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

林業費

産業振興部　農林水産課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.60

5,629

0826
（47）4022

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

ひろしまのもりづくり

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
森田　修

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

佐 々 木 　靖

チェック

　地域振興会等が事業主体となり、地域活動の一環として森林
整備を行うことにより、事業の効果とともに地域振興に寄与し
ている。

　本事業は「ひろしまの森づくり県民税」を財源に平成１９年
度から５ヵ年の事業であり、平成２４年度より５ヵ年の継続が
決定している。

　里山林整備については、住民団体やNPO等自らの企画・立
案・取組みへの支援や森林・林業体験活動への支援を行ってい
る。事業の周知ができていない面もあるので、PR活動を積極
的に行う必要がある。

×

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

2

44.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

389 産業振興部 農林水産課（ひろしまの森づくり事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 16

施　 策 林業の振興
4

26 3

1,581

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,428

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

1,514

○

×

○

×

×

合計

×

×

○

×

×

Ü

×

×

×

×

×

×

○

1,514

エコヴィレッジかわね、面山森林
公園の施設管理経費

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

人

利用人数
（面山森林公園）

指標化できない成果

計画値

実績値

利用人数
（エコヴィレッジかわね）

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

箇所

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 1,525

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

林業振興施設管理事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

林業振興費

林業普及振興事業に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

林業振興施設

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

林業振興施設の維持管理

指定管理料、業務委託料等の支払い

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,923

実績値

1,514一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

－

人

千円

0.19

単位当たりコスト①

50.00

－

－

50.00

150.00

計画値

実績値

－50.00

50.00 73.00

－

100.00% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

一般財源等合計

39.00

25年度

2.00

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

2.00
林業振興施設数

－

実績値

計画値

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

11.00

合計

人

指　標　名　等

3,106

必要人員

3,106 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

2.00

－

150.00 224.00

150.00 150.00

－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

4,351

2.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

・両施設は、合併前に設置された施設であり、老朽化が進んでおり、修
繕が頻繁に発生している。
・平成26年度に両施設とも再度指定管理をする予定であるが、老朽化等
もあるので補助金適正化に関する廃止の要件を満たしていれば、今回の
指定管理の期間内に廃止並びに地元移管の方針を決定していく必要があ
る。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

390

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

林業費

産業振興部　農林水産課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.30

4,351

0826
（47）4022

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

林業振興管理運営費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
森田　修

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

　佐 々 木 　靖

チェック

　施設の老朽化が進んでおり、毎年何らかの修繕を行ってい
る。費用対効果を検証して今後の方針を決定していく時期にき
ている。

　地元の行事や、地元と都市部との交流に利用されているが、
利用者数が限られている。

○

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

2

2.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

390 産業振興部 農林水産課（林業振興施設管理事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 16

施　 策 林業の振興
1

26 3

4,577

28,884

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3,643

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

7,879

○

○

○

Ü

Ü

合計

Ü

Ü

○

○

Ü

×

○

○

Ü

×

×

Ü

Ü

7,879

分収林の森林整備施業面積
（分収林とは昭和３０年代から平
成１３年までに、それぞれ７０年
程度の契約を祖ている。６対４、
７対３程度の分収割合が主）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

ha

単位

ha

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 42,753

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

造林事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

林業振興費

造林事業に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

分収契約関係者　森林所有者で森林整備事業実施者　市民

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

6,651

・安芸高田市が分収契約している森林の整備をすることにより、木材の価値を上げる。
・森林所有者で森林整備事業者に市単独での補助を行い、負担の軽減を図る。

・分収林の施業を業務委託により実施する。（下刈、間伐、除伐、枝打ちなど）
・業務委託設計、発注、調査、検査の業務。
・森林整備事業実施者への単市補助事務。造林関係団体への負担金の支出。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等21,843 20,589

実績値

1,228一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

－ 森林所有者で、森林整備事業の実
施者に対して補助金を交付する。

年度

－

人

千円

0.00

0.55

単位当たりコスト①

－

－

計画値

実績値

－

89.66% －

－－

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

×

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

×

一般財源等合計

59.00

25年度

4.35

－

5.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

3.90

市有林整備面積
0.00

分収林整備面積

－

実績値

計画値

#DIV/0!

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値
造林補助事業対象面積

対　前　年　比

ha

計画値

コ ス ト

計画値

31.00

合計

人

指　標　名　等

18,446

必要人員

47,330 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

0.00

0.00

4.15

－－

30.67

24年度 25年度

30.67

－

#VALUE!

－

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

平成25年度事業廃止

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

25,486

4.35

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

391

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

林業費

産業振興部　農林水産課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.45

4,897

0826
（42）4022

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

分収造林事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
立川　義和

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

佐　々　木　　靖

チェック

・分収林・市有林整備とも適期適施業をすることにより、森林
の価値を上げ公益的機能を発揮させている。

・山の状況により適期適施業を効率よく行っている。

・分収林については、森林所有者と市が分収契約をし、森林整
備を実施していることから、他団体が実施主体になれないので
担当課で行う必要がある。

・市有林についても同様である。関心が薄くなっている民有林
の森林所有者で、森林整備事業実施者に単市補助を交付し、民
有林の森林整備を促進している。

×

×

款 6

国や県と重複のない事務事業である

2

3.92

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

391 産業振興部 農林水産課（造林事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

×

備考欄（留意事項）

×

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

2

2,960.00

佐　々　木　　靖

チェック

同上

政策的な林道開設であるため、完了時には市道の代替えとして
の効用が発揮できる。また、林業専用道については、搬出時期
を見越した開設であり、搬出に効果を発揮できる。

【林道開設】新市建設計画路線である林道入江戸島線であるた
め継続する必要がある。
【林業専用道整備事業】
林業の推進を図るため、幹線道路網の整備を行い、この路線か
ら作業道を出す事により、伐採木の搬出が容易に行える。
【林道維持】
安全な運行を図るため、林道の維持修繕を行う。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
川森博継

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.95

95,339

0826
（47）4022

3 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

林道維持管理費　2林道新設改良費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

林業費

産業振興部　農林水産課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

392

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

134,068

1,395.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

計画・実績は累計－

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

119.00

1,360.00

－

2,608.60 2,955.60

8,523.00 3,968.60

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

5,173,950

43,478.5748,264.37

119.00

計画値

コ ス ト

計画値

50.00

合計

人

指　標　名　等

59,047

必要人員

125,875

100.00%

－

349,292.94

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

林道維持路線
119.00

林道開設延長

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 112,641,972

347.00

一般財源等

5,743,460

合計

124.00

25年度

1,373.00

121,204,651

－

119.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

25.27% －

82,040.77

計画値

－

計画値

実績値

0.000.00

0.00 0.00

林道の良好な維持管理により、事故も発生しておらず、利用者の安全を確保している。

0.00

－

－

0.00

5,915.60

人

千円

119.00

0.90

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

119.00 総延長150,187km
全路線管理が基本。
コストの差は修繕の度合い。

年度

－

実績値

30,337一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

58,283

○山村地域の交通の利便性を図り，生活環境の改善を図る。
○既設林道の維持管理に対し助成をし，林道維持管理受益者の管理費の低減を図る。

○継続地区林道天王山線の林道開設事業実施。　○工事発注・工事監督等の事務。　○既設林道の林道維持管理受益者ので
きない維持工事の発注・監督・支払事務。　○生活関連林道の除草業務委託。　○林道維持管理受益者へ維持補修材料の支
給及び機械借上料の助成。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等126,378 38,729

24年度 25年度

国県補助金等

林業振興費

林道整備に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

○林道開設事業受益者及び林道沿線住民。
○林道維持管理受益者。

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

林道整備事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 118,385

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

ｍ

単位

ｍ

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

ｍ

単位

ｍ
林道で発生した事故数

指標化できない成果

計画値

実績値
林道整備事業

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

Ü

88,620

林道天王山線（H.24完了）
林道入江戸島線（H.23～H.27）
H.25 L=347ｍ　H.26
L=1,247ｍ　　　　　小谷亀谷
線（H.24～H.２６)
H.25 L=０m　H.26 L=1,713ｍ

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

Ü

×

Ü

○

○

×

×

×

○

○

○

Ü

Ü

合計

○

Ü

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

88,620

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

7,490

66,828

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

7,690

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 16

施　 策 林業の振興
1

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

392 産業振興部 農林水産課（林道整備事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 16

施　 策 林業の振興
1

27 3

5,825

7,500

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4,452

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた5,200

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

28,150

○

○

○

○

×

合計

○

○

○

○

○

×

Ü

○

○

×

○

Ü

○

28,150

小規模崩壊地復旧事業の施工箇所
数。
計画値は単年度での目標。（県要
望箇所数）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

1.00 －
詳細調査箇所数

単位 計画値 1.00

箇所 実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

箇所

単位

箇所
施行箇所数（累積）

指標化できない成果

計画値

実績値
施行箇所数（単年）

活
動
・
結
果
指
標

新規要望箇所数・概略調査
個所数

単位

単位

箇所

単位

箇所

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 15,883

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

治山事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

治山事業費

治山事業に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

被害を受ける恐れのある関係受益者。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

13,310

人家裏等の小規模な崩壊地の復旧，又は崩壊の恐れのある箇所の予防をするために山腹及び渓流の崩壊防止工事を行い市民
の生命財産を守る。

【小規模崩壊地復旧事業】　関係受益者の通報を基に，被災箇所の現地確認を行い，採択要件に合うか確認し，県へ要望を
行い復旧工事・崩壊防止工事を行う。（県補助1/2、受益者1/4負担）
【県営治山】　関係受益者の通報を基に，被災箇所の現地確認を行い，採択要件に合うか確認し，県へ要望を行う。県は要
望箇所の確認を行い採択要件合う箇所，急を要する箇所を国へ要望し復旧工事・崩壊防止工事を行う。（受益者負担なし）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等8,785 2,690

3,134

実績値

9,640一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

県営治山事業の現地確認・現地調
査・所有者調査・施工同意徴集・
損失補償契約等、事務事業実施の
ための人件費を要する。
計画値は、前年度残事業箇所数＋
新規要望箇所数

年度

2.00

人

千円

4.00

0.70

単位当たりコスト①

668,850

2.00

13.00

1.00

2.00 2.00

－

－

17.00

2.00

合併以降（H16以降）の県営事
業累積施工箇所

計画値

実績値

13.00

70.00 72.00

－

50.00% －

3,803,452.25

2.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等

0

合計

72.00

25年度

4.00

8,096,599

－

3.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 15,213,809

2.00

県営治山事業実施箇所数
17.00

小規模崩壊地復旧事業等実
施個所数

－

実績値

計画値

50.00%

－

4,048,299.50

箇所 実績値

単位当たりコスト③

実績値
生活環境保全林整備箇所数

対　前　年　比

箇所

計画値

コ ス ト

計画値

39.00

合計

人

指　標　名　等

11,074

必要人員

21,708 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

0.00

2.00

2.00

8.00

2.00

－

1.00 2.00

2.00 3.00

－

2.00

334,425.00

2.00

24年度 25年度

2.00

2.00

687,960

2.00

343,980.00

100.00%

2.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

計画：新規要望
実績：概略調査個所

吉田久保山地区、美土里町道面地
区の生還林の維持管理箇所数。

目標値
（目標年度）

年度

詳細調査後に実際に施工した県営
事業箇所数（単年）

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

詳細調査の継続実施及び受益者との受益者負担の協議
による実施可能箇所の再調査。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

13,237

8.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

・小規模崩壊地復旧事業において、地元負担を２５％必要としているこ
とから、地元負担が出せないので、安心・安全な工事が出来ないので断
ることもある。
・県営治山事業については、国・県の予算で執行しているので年間の事
業実施が限られてくる。
・県営治山事業実施予定箇所について、所有者の特定並びに境界確認の
際、境界が判らないところが多く実施が難しいところがある。

③

改善項目

山林所有者の同意を得る交渉。

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

393

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

林業費

産業振興部　農林水産課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.55

10,547

0826
（47）4022

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

小規模崩壊地復旧事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

電話
川森　博継

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

佐 々 木 　靖

チェック

【小規模崩壊地復旧事業】
　事業実施箇所については、危険な状況は解消される。しかし
ながら、県の予算も減少しており、要望に対して十分に対応で
きていない。また、年度により事業箇所数に変動がある。
【県営治山事業】
　県営治山事業を実施した箇所については、危険な状況は回避
され、地元の不安も解消された。
　生活環境保全林についても、市民の保健休養の場となってい
る。

【小規模崩壊地復旧事業】
　現在は受益者負担を25％としているが、通常受益者は１名で100
万円以上の分担金を徴収している場合が多く、これ以上多いと取り組
みにくい状況が生まれてくる。そのため、予算の範囲内で実施箇所数
を絞らざるを得ない状況である。
【県営治山事業】
　県営治山事業を実施する場合、山林を保安林指定する必要があるた
め、山林所有者の同意が得にくいところがあり、事業実施に至ってい
ない箇所がある。防災面から説明を行っても理解が得られない。
　保安林指定の場合、権利者全員の同意が必要で、相続ができていな
い山林も多く同意が取れずに事業実施に至っていない箇所もある。
　生活環境保全林の維持管理業務は、地域振興会・ボランティアなど
の団体等を活用して、実施する必要がある。

【小規模崩壊地復旧事業】
・被害受益者の事業実施要望は多いが、県の予算の都合もあ
り、順番待ちの状態である。市としては要望箇所については迅
速に調査し、できる限りの対応を行う必要がある。
・危険度の高い順に、毎年実施していく計画の必要がある。
【県営治山事業】
・市が森林所有者調査・地元調整・施工同意・補償契約等の事
務を行わなければ事業実施できない。
・県営の生活環境保全林整備事業の採択にあたり、広島県と維
持管理に関する覚書を交わしており、作業道の維持及び除伐・
枯損木の処理等実施する必要がある。

【県営治山事業】
　生活環境保全林の維持管理は、ボランティア等他団体の活用
も考えられる。

○

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

2

6.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

393 産業振興部 農林水産課（治山事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 16

施　 策 林業の振興
1

27 3

1,664

17,842

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,833

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

1,021

○

○

○

○

×

合計

○

○

○

○

Ü

×

○

○

○

×

○

Ü

○

1,021

計画：災害復旧路線数　　２路線
実績：復旧完了路線数　　１路線

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

路線

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
復旧路線数

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

路線

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 12,877

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

林業用施設災害復旧事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

林業施設災害復旧費

林業施設災害復旧に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

梅雨前線や台風災害により，林道施設に災害を受けた各受益者等

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

545

梅雨前線や台風災害により林道施設に災害を受けた各受益者等からの申請により，国庫補助事業・単市事業による災害復旧
工事を実施し，林道受益者の維持管理の低減を図る。

各受益者等からの通報により，災害現場を確認し，国庫補助の災害に該当するか判断し，設計委託・災害査定・工事発注・
工事監督・検査・分担金の徴集等の事務を行う。国庫補助の災害にならない場合，単市による災害復旧工事を実施する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等3,374 806

実績値

476一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

人

千円

0.20

単位当たりコスト①

林道の良好な維持管理により、事故も発生しておらず、利用者の安全を確保している。

－

－

1.00

計画値

実績値

－

50.00% －

8,076.50

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

一般財源等合計

46.00

25年度

2.00

337,375

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 16,153

1.00
災害調査・査定路線数

－

実績値

計画値

－

337,375.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

11.00

合計

人

指　標　名　等

▲ 3,301

必要人員

14,541 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

2.00

－

3.00 1.00

3.00 2.00

－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

6,207

2.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

394

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

災害復旧費

農林水産施設災害復旧費

産業振興部　農林水産課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.35

5,401

0826
（47）4022

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

林業施設災害復旧費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
川森　博継

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

佐 々 木　 靖

チェック

○災害により崩壊した施設の機能回復を行うためとても有効で
ある。

○現在は林業の低迷により、所有者の山林に対する意識が低
く、それに伴い林道の受益者を特定することが、困難となって
いる。
○市道などのバイパスのための生活関連道として不特定多数が
通行する林道もあり、受益者負担を求めることが困難である。

○災害が発生した箇所について、調査し復旧を行い市民の安全
な通行を確保する。

○

×

款 11

国や県と重複のない事務事業である

1

1.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

394 産業振興部 農林水産課（林業用施設災害復旧事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 16

施　 策 水産業の振興
2

26 3

1,498

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,619

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

1,151

○

Ü

○

Ü

○

合計

×

Ü

○

○

○

○

×

○

○

×

○

×

○

1,151

江の川、可愛川、三篠川の３漁協
への補助金

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 1,166

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

水産業振興事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

水産業総務費

水産業に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市内の各漁業協同組合等水産業者及び水産業施設管理団体。広島県栽培漁業センター。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

水産資源の維持増大及び振興を図る。また、市が設置した水産業施設の管理運営を図る。

３漁業協同組合への補助金交付。広島県栽培漁業協会への負担金の納付。市が設置した水産業施設の指定管理業務以外の維
持修繕等の事務。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,314

実績値

1,151一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

1.00 広島県栽培漁業センターへの定額
会費

年度

3.00

人

千円

1.00

0.18

単位当たりコスト①

－

－

計画値

実績値

－

100.00% －

2.002.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

一般財源等合計

26.00

25年度

3.00

623,000

－

1.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

3.00

栽培漁業協会負担金
1.00

漁業協同組合補助件数

－

実績値

計画値

100.00%

－

207,666.67

実績値

単位当たりコスト③

実績値

水産業施設管理運営助成件
数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

10.00

合計

人

指　標　名　等

2,664

必要人員

2,664 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

86,000

86,000.00

1.00

1.00

3.00

－－

2.00

24年度 25年度

2.00

2.00

100.00%

2.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

高宮淡水魚養殖施設と八千代ヤマ
メ養殖場への管理運営助成
コストは修繕を含む維持管理経費

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

2,933

3.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

395

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

水産業費

産業振興部　農林水産課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.20

2,933

0826
（47）4022

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

水産業総務管理費(3)水産業振興施設管理運営費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
中河原　法子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

佐 々 木　 靖

チェック

　外来種の繁殖やコイヘルペスの発生等内水面漁業を取り巻く
環境は厳しく、社会的にもこれらへの対応のニーズは高い。

　負担金については定額的なものであるため、コスト削減の余
地はない。水産業施設の２施設は、老朽化が激しく、毎年維持
修繕費が発生している状況である。

　内水面漁業団体が水産振興の実質活動団体で、内水面事業者
へ補助することにより、自然生態系の維持・河川環境の管理及
び特定外来種であるブラックバス・ブルーギルの被害の低減が
図られている。コイヘルペス病の発生などへの対応は、市民の
関心が高い。カワウの食害による水産資源への被害防止の徹
底。水産業施設については、地元の関係団体に維持管理を委託
している。

　一斉清掃等による河川美化活動や漁業協同組合の放流体験な
ど、市民参加の啓発を行っている。

×

×

款 6

国や県と重複のない事務事業である

3

3.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

395 産業振興部 農林水産課（水産業振興事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

×

Ü

款 7

国や県と重複のない事務事業である

1

－

小田　　忠

チェック

権限委譲を受けた後、申請件数が少なく十分な能力開発ができ
ていない。
今後実務を通した能力向上を行う必要がある。

工場立地法に基づく事務手続き

工場立地法の内、広島県から権限移譲を受けた事務を行う。ま
た、広島県への報告事務を行う。（年2回）

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
深井　大輔

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.08

655

0826
（47）4024

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

商工業振興事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

商工費

商工費

産業振興部　商工観光課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

348

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

申請に対し遅滞なく事務処理をおこなう。

解決できていない課題

特にない。

③

655

ー

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

－

－

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

3.00

計画値

コ ス ト

計画値

21.00

合計

人

指　標　名　等

848

必要人員

848

#DIV/0!

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

相談件数
ー

届出件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

0.00

一般財源等合計

18.00

25年度

0.00

－

1.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

×

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

－

#DIV/0! －

計画値

－

計画値

実績値 －

－

人

千円

0.00

0.10

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

特定工場の新設・増設・変更に
係る相談件数

年度

－

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

工場立地法に基づき周辺地域の生活環境との調和を図る。

特定工場の新設・増設・変更に係る届出の受理・審査を行う。
（平成19年4月、広島県より権限移譲）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

24年度 25年度

国県補助金等

商工業費

商工業に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市内に一定規模以上の工場を立地する企業

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

工場立地法に関する事務事業

4

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

0

特定工場の新設・増設・変更に
係る届出件数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

Ü

○

○

Ü

Ü

○

○

○

Ü

Ü

×

○

○

○

○

×

合計

○

×

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

848

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

655

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 19

施　 策 商工業の振興
1

事務事業の目
的、対象、内
容を考えなが
ら目的妥当性
の評価を行っ
て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

348 産業振興部 商工観光課（工場立地法に関する事務事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

大規模小売店舗立地協議会開催については委員に市商工会等の
関連団体等からの委員を委嘱した。

×

Ü

款 7

国や県と重複のない事務事業である

1

-

小田　　忠

チェック

申請件数が少なく、十分な能力開発ができていない。
（平成19年度広島県より事務移譲後、平成20年及び平成25
年に1度ずつ新設届がある。）
市町の要望を受け、広島県が平成25年に研修会を開催。（平
成25年度は他の業務と重複したこともあり、不参加）

大規模小売店舗立地法に基づく事務手続き。

大規模小売店舗立地法に基づく事務手続き。
月1回で住宅地図業者から申請の問合せ。
平成25年度は1件の新設の届出があり、協議会を開催しその
妥当性等を審議した。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
深井　大輔

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.08

655

0826
（47）4024

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

商工業振興事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

商工費

商工費

産業振興部　商工観光課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

349

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

届け出に対して、遅滞なく適切に事務処理をおこなう。

解決できていない課題

特にない。

③

655

-

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

実績値-

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

-

－

1.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

計画値

コ ス ト

計画値

11.00

合計

人

指　標　名　等

424

必要人員

424

－

1,100.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

申請件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 1,100

1.00

一般財源等合計

18.00

25年度

0.00

1,100

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

×

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

－

#DIV/0! －

#DIV/0!

計画値

－

計画値

実績値 －

－

-

人

千円

0.05

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

年度

-

実績値

42一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

大規模小売店舗立地法に関する事務事業小売店舗立地法に基づき周辺地域の生活環境との調和を図る。

一定規模以上の小売店舗の新設・増設・変更に係る届け出の受理・審査を行う。
（平成19年4月、広島県より権限移譲）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

24年度 25年度

国県補助金等

商工業振興費

商工業に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市内に一定規模小売店舗を立地する企業

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

大規模小売店舗立地法に関する事務事業

4

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
大規模小売店舗立地協議会

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

42

一定規模以上の小売店舗の新
設・増設・変更に係る届出件数
コスト＝県の事務説明会に係る
出張旅費等
協議会が開催された場合、委員
に対して報酬費を要す。

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

Ü

○

Ü

Ü

Ü

○

○

○

Ü

Ü

Ü

Ü

Ü

○

Ü

Ü

合計

○

○

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

42

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

424

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

655

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 19

施　 策 商工業の振興
1

事務事業の目
的、対象、内
容を考えなが
ら目的妥当性
の評価を行っ
て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

349 産業振興部 商工観光課（大規模小売店舗立地法に関する事務事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

 事業の性格上、行政は商工会との関係、商工会は事業者との
関係であ
り、一般の市民との係わりはないものと考える。

×

○

款 7

国や県と重複のない事務事業である

1

3,000.00

小田　　忠

チェック

○年々、事業者から商工会への相談内容が多様化している中
で，事業者の経営基盤を強化するため、経済社会環境に対応し
たIT化や経営革新など継続的な助言・指導に取り組むように指
導している。

○経営指導員の県内の商工会同士の人事異動により経営指導の
成果が出にくくなっている。

○小規模事業者の経営の改善発達を支援することが法律で定め
られており、本市経済を活性化させていくためには、引き続き
商工会としての活動は今後も必要である。

　商工会会員の申告等の事務代行などを行い自主財源の確保に
努めている。また、市内商工業者への経営指導についても事業
者へ出向き行われている。

 商工会は、半官半民として公共性の高い組織であり、地域社
会からは、商工会の強いリーダーシップと地域振興が望まれ、
行政の財政改革や地域雇用も産業の振興に頼るところである。
　商工業者の経営、技術の改善を図り、経営支援や活性化を図
るための活動をしている商工会への補助は、妥当と考える。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
兼村　恵

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.45

29,443

0826
（47）4024

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

商工業振興費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

商工費

商工費

産業振興部　商工観光課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

396

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

安芸高田市商工会への事業助成を通じて、商工事業者の経営改善支
援を行う。また、産業活動支援センターの活動支援により、企業人
材の育成や工業会の活動支援をおこなう。

解決できていない課題

支援メニューが十分に関係者に周知できていない。

③

H27

29,443

4,000.00

年度

年度

H27

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

商工会登録会員数（商工会決算
書）

900.00

－

H27 年度－

3,000.00

73.33%

80.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

実績値（商工会決算書）

あっせん件数＝実績値
コスト＝金融指導事務費（商工
会決算書）

目標値
（目標年度）

2,232.00

6,368.03

60.00

24年度 25年度

100.00

44.00

2,176.00

60.00

3,000.00

3,000.00

－

796.00 776.00

1,000.00 900.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

7,540.85

計画値

コ ス ト

計画値

95.00

合計

人

指　標　名　等

29,045

必要人員

29,045

－

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値
金融の斡旋件数

対　前　年　比

件

会員事業者人材育成助成講
習会参加人数

60.00

経営指導件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 18,000,000

3,595.00

一般財源等

444,910

合計

99.00

25年度

2,581.00

－

25.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

139.29% －

6,974.04

80.0080.00

計画値

－

計画値

実績値 －

－

900.00

3,000.00

人

千円

H2759.00

0.45

単位当たりコスト①

382,082

3,000.00

26年度

人

千円

60.00 会員人材育成講習会参加人数＝
実績値（商工会決算書）
コスト＝同上実績値（商工会決
算書）

年度

3,000.00

H27実績値

24,180一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

　本市の地域経済団体である商工会が、その機能を活用して、市内商工業者の経営の改善発展を支援するための措置を講
ずる。
そのことにより、市内商工業者の経営基盤の充実を図り、もって本市経済の健全な発達に寄与する。

○経営改善普及事業－経営指導員（5名）による経営相談窓口巡回・個別・集団指導の実施（金融・税務・経理一般・経
営革新・労務・取引・情報化等）
○地域総合振興事業－組織拡充強化活動・青年部、女性部活動・情報サイト運営事業・産業活動支援センター運営事業等
○青色申告会・労働保険事務・経理事務等事業主の事務代行等

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等25,760

24年度 25年度

国県補助金等

商工業振興費

商工業に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市商工会（市内の商工業者）

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

1

1

商工業団体支援事業

4

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 25,230

人件費

活
動
・
結
果
指
標

事務代行数
単位

単位

件

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
商工会登録会員数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

×

24,180

経営指導件数＝実績値
コスト＝経営改善普及事業に対
する補助金額

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

○

Ü

○

Ü

○

○

○

○

○

Ü

Ü

合計

○

Ü

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

24,180

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

3,815

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3,683

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 19

施　 策 商工業の振興
1

事務事業の目
的、対象、内
容を考えなが
ら目的妥当性
の評価を行っ
て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

396 産業振興部 商工観光課（商工業団体支援事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

×

×

款 7

国や県と重複のない事務事業である

1

90.00

小田　　忠

チェック

施設の魅力づくりを行い、商工業だけでなく地域全体の活性化
につなげていくことが必要である。

施設の有効活用と効率的な維持管理のためにも、未利用スペー
ス（空き店舗等）を少なくし、賑わいの創出をしていくことが
大切となる。

安芸高田市経済発展のためには、各施設の適正な維持管理を行
い経済活動の活性化を促すことが必要である。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
深井　大輔

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.29

6,360

0826
（47）4024

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

商工業施設管理費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

商工費

商工費

産業振興部　商工観光課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

397

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

テナント事業者を２店舗確保することができた。

解決できていない課題

引き続いてテナントの確保に向けた取り組みを行う。

③

6,360

90.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

H27 年度－

144.08%

90.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

店舗利用状況＝現在入居店舗総面
積÷施設利用計画面積
コスト＝管理費ー使用料
平成25年度　入居テナント1増1
減

目標値
（目標年度）

17,620.00

43.10

24年度 25年度

90.00

62.10

863,299

13,901.76

90.00

90.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

426,743

7,383.103,890.86

57.80

計画値

コ ス ト

計画値

71.00

合計

人

指　標　名　等

7,242

必要人員

7,242

105.28%

－

25,032.94

実績値

単位当たりコスト③

実績値
店舗利用状況（ラポート）

対　前　年　比

%

店舗利用状況（パストラ
ル）

90.00

店舗利用状況（フォルテ）

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 1,900,000

75.90

一般財源等

213,608

合計

64.00

25年度

1,900,000

－

90.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

Ü

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

×

－

－

90.0090.00

計画値

－

計画値

実績値 －

－

人

千円

H2754.90

0.30

単位当たりコスト①

759,422

26年度

人

千円

90.00 店舗利用状況＝現在入居店舗総面
積÷施設利用計画面積
コスト＝管理費ー使用料
平成25年度　入居テナント1増

年度

90.00

H27実績値

3,695一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

各施設の集客力を高め、商工振興・地域振興の場とするための措置を講ずることにより、商業力を挙げ経営基盤の充実を図
り、もって本市経済の健全な発達に寄与する

○各商業振興施設の市共有部分等の維持管理等を行う。
○必要に応じ、出店者会議等を開催し、各出店者との連絡調整を図る。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等3,987

24年度 25年度

国県補助金等

商工業振興費

商工業に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

商工観光課で管理している商業振興施設入店者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

商工業振興施設維持管理事業

4

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 4,699

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

%

単位

%

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

3,695

店舗利用状況＝現在入居店舗総面
積÷施設利用計画面積
コスト＝管理費ー使用料

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

×

○

○

○

×

×

×

×

○

×

×

○

○

○

○

×

合計

○

○

×

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

3,695

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

2,543

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,373

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 16

施　 策 商工業の振興
2

事務事業の目
的、対象、内
容を考えなが
ら目的妥当性
の評価を行っ
て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

397 産業振興部 商工観光課（商工業振興施設維持管理事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 16

施　 策 商工業の振興
1

1,696

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,637

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

2,150

○

○

○

○

×

合計

○

×

○

○

○

Ü

○

○

○

○

○

Ü

○

2,150

参加者数＝実績値
コスト＝雇用対策協議会補助金
額

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
高校生市内企業就職者数

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 50

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

雇用対策事業

4

24年度 25年度

国県補助金等

商工業振興費

商工業に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市内高校の生徒、市内企業

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

　働くことの意義・価値等を理解させ進路意欲を高める啓発活動・人材育成の支援を行うことにより、雇用の安定供給・
労働力の市内確保等を図りもって本市経済の健全な発達に寄与する。

○市内高校が開催する職場訪問事業等に対して補助金を支出する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,117

実績値

2,150一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

50.00 参加者数＝実績値
コスト＝安芸高田市キャリア育
成等事業委託料

年度

150.00

H27

人

千円

H27

0.20

単位当たりコスト①

－

－

20.00

計画値

実績値

－

98.08% －

320.51

30.0030.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

○

一般財源等合計

44.00

25年度

156.00

50,000

－

50.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 50,000

153.00

進路選択に関する合宿参加
者

職場訪問者数

－

実績値

計画値

－

326.80

実績値

単位当たりコスト③

実績値
企業活動現場訪問者数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

42.00

合計

人

指　標　名　等

1,746

必要人員

1,746 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

2,067,450

11,814.00

175.00

50.00

150.00

－

11.00

20.00

－

24年度 25年度

18.00

2,067,450

114,858.33

30.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

参加者数＝実績値
コスト＝安芸高田市キャリア育
成等事業委託料

目標値
（目標年度）

年度

実績値（高校資料）

－

H27 年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

3,754

130.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

市内高校生へのキャリア教育を実施するとともに、市内企業者との
交流活動を実施し、企業活動内容を紹介し、市内企業への就労を促
す機会を設けた。

解決できていない課題

高校の行事予定と本事業のスケジュールの調整が難しい状況にある。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

398

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

商工費

商工費

産業振興部　商工観光課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.20

3,754

0826
（47）4024

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

企業立地推進事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
兼村　　恵

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

小田　　忠

チェック

　人材育成と労働力確保のため、職場訪問や新入社員研修を通
して仕事への理解を深めるとともに、地道な啓発活動を継続す
る必要がある。

　市内での雇用安定、労働力確保は大きな課題である。より効
果を
上げるためには最善の方法について引き続き検討していく必要
がある。

　地域内で雇用システムを確立することは、地場産業の振興と
地域振興のための大きな課題であり、必要不可欠な事業であ
る。

　人材育成と労働力確保のため、職場訪問や新入社員研修を通
して仕事への理解を深めるとともに、地道な啓発活動を継続す
る必要がある。

○

×

款 7

国や県と重複のない事務事業である

1

150.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目
的、対象、内
容を考えなが
ら目的妥当性
の評価を行っ
て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

398 産業振興部 商工観光課（雇用対策事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

Ü

○

款 7

国や県と重複のない事務事業である

1

1.00

小田　　忠

チェック

・市内の既存企業と立地企業との間に取引が生まれる可能性が
あり、ビジネスの拡大につながる。

・企業立地奨励金を交付しても、その企業の立地が継続するこ
とで税収が増加し、奨励金相当額の回収は可能である。
・物件によっては総務課・財産管理課との連携が必要であり、
奨励金交付段階では税務課との連携が必要である。

 企業立地奨励金は、製造業と流通業とが主なの適用業種であ
り、市民を新たに雇用すると奨励金が受けられるなどの制度設
計を行っているので、市民の就労の場の確保等が図られるため
ニーズは高い。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
兼村　　恵

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0.50

24,090

0826
（47）4024

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

企業立地推進事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

商工費

商工費

産業振興部　商工観光課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

399

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

企業誘致とともに既存企業の操業継続への取り組みを行う。

解決できていない課題

用地のストックが少なく、まとまった面積の要望に対して対応できてい
ない。

③

24,090

1.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

企業立地奨励金交付件数2.00

年度

2.00

1.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

立地して3年間適用する奨励金があ
るので、立地企業数と交付件数とは
一致しない。

新規雇用奨励金算定人数

目標値
（目標年度）

1.00

24年度 25年度

0.00

2.00

1.00

1.00

3.00 2.00

3.00 2.00

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

4,039,000

2,019,500.001,059,750.00

2.00

計画値

コ ス ト

計画値

106.00

合計

人

指　標　名　等

26,318

必要人員

26,318

50.00%

#DIV/0!

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

相談件数
2.00

申請件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 22,079,000

0.00

一般財源等

4,239,000

合計

110.00

25年度

1.00

19,998,000

－

2.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

○

0.00%

22,079,000.00

計画値

計画値

実績値

2.001.00

1.00 13.00

企業立地に伴う従業員等の市内消費額等が把握できていないが、かなりの成果があるものと
考えている。

3.00

1.00

3.00 1.00

1.00

2.00

新規雇用奨励金算定人数

1.00

人

千円

H274.00

0.50

単位当たりコスト①

1.00

26年度

人

千円

2.00 企業立地奨励条例相談件数実績
値
コスト＝人件費

年度

1.00

H27実績値

8,689一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

所要の奨励措置を講ずることにより、市産業の振興と雇用機会の拡大を図り、もって市経済の発展と市民生活の充実安定
に資することを目的とする。

事業者に対して、奨励措置として次に掲げる奨励金を予算の範囲内で交付することができる。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等19,998

24年度 25年度

国県補助金等

商工業振興費

商工業に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市内において工場等を新設する者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

企業誘致促進事業

4

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 22,079

人件費

活
動
・
結
果
指
標

立地企業数
単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

人
新規雇用者数（市内）

指標化できない成果

計画値

実績値
交付件数

指　標　名

13.00
新規雇用者数（市内）

単位 計画値 1.00

人 実績値

26年度

○

8,689

企業立地奨励条例申請件数
コスト＝企業立地奨励条例適用
に係る奨励金額及び環境整備等
に関する費用

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

○

Ü

Ü

Ü

○

○

○

○

○

Ü

Ü

合計

○

Ü

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

8,689

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

4,239

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4,092

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 19

施　 策 商工業の振興
3

事務事業の目
的、対象、内
容を考えなが
ら目的妥当性
の評価を行っ
て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

399 産業振興部 商工観光課（企業立地促進事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.産業の振興

Ⅳ多彩な生産と交流のまちづくり

平成 16

施　 策 農業委員会運営事業(農地の効率的利用)

24,858

7,901

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

24,074

市
民
参
画

Ü

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた87

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

21,652

Ü

○

○

○

○

Ü

合計

×

○

○

○

○

○

○

×

×

○

○

○

×

44,752

平成２５年度実績
３条許可申請　９１件
４条許可申請　４４件
５条許可申請　８１件
農業用施設届　１３件
農地改良届　　　３件

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

0.00 －
農業者年金新規加入者数

単位 計画値 3.00

人 実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

ha

単位

a
利用権設定面積

指標化できない成果

計画値

実績値
荒廃農地把握面積

活
動
・
結
果
指
標

違反転用解消面積
単位

単位

件

単位

筆

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 16,967

人件費 76

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

農業委員会運営事業

3

24年度 25年度

国県補助金等

農業委員会費

農業委員会費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

農業に関わりを持っている者
農地の各種権利関係等を設定しようとする者
農地を転用しようとする者

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

11,467

農業生産力の向上及び農業経営者の合理化を図り、農家の地位向上に寄与する。

農地法第３条に基づく農地の所有権移転、第４条に基づく農地の転用、第５条に基づく農地の転用と所有権移転に係る審査
及び許可書の発行、非農地の証明・農業用施設届及び農地改良届の受理、農業経営基盤強化促進法に係る農地の権利関係の
設定
○農業委員数　定数３７名（１名欠員）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等16,530 6,692

86

実績値

3.00

23,100

33,198一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

2,500.00 平成２５年度実績
新規設定１１４２筆
再設定　１０５７筆

年度

200.00

H27

10,000.00

人

千円

H273,061.00

3.00

単位当たりコスト①

10,000.00

農地の平均賃借料や農作業標準賃金を情報提供しているが、これらの活用状況については、数
値化による把握ができない。

30,000.00

1.00

3.00 3.00

－

－

30,000.00

170.00

平成２５年度実績（3月末現在）
基盤強化法　27,082.07a
農地法　　　　　　0.00ａ

計画値

実績値

30,000.0030,000.00

44,496.86 27,082.07

－

124.73% －

250.00250.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

Ü

有
効
性

○

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等合計

18.20

25年度

186.00

－

2,500.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

232.00

農用地利用集積計画筆数
2,500.00

農地法許可申請等受付件数

－

実績値

計画値

71.84%

－

㎡ 実績値

単位当たりコスト③

実績値
各種証明書発行件数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

59.79

合計

人

指　標　名　等

33,838

必要人員

41,825 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

2,199.00

2,500.00

200.00

10,000.00

－

167.14 148.30

170.00 170.00

－

9,189.00

205.00

24年度 25年度

250.00

218.00

20,316.00

106.34%

250.00

農業委員会の運営に要する経費

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

平成２５年度実績（3月末現在）
追認許可　20,316㎡
原状回復　　　　０㎡

平成２５年度実績
耕作証明書208件
履行証明書    0件
許可証明書  10件

目標値
（目標年度）

年度

荒廃農地調査での把握面積
【緑・黄（復元可能）＋赤（復元不
可能）】

170.00

－

H27 年度－

3.00

10,000.00

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

耕作放棄地（遊休農地）全体把握及びその解消

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

H27

・調査員（農業委員）報酬　　　432,000円
・耕作放棄地データ入力　　　　408,450円
・耕作放棄地調査用図面作成   　685,650円

・一般賃金　557千円

40,604

200.00

H27 年度

H27 年度

H27

農業委員会の運営に要する経費

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・農地パトロール（農用地利用状況調査及び耕作放棄地全体調査）
の実施
・遊休農地等に関する意向調査の実施及び貸し出し農地情報の公表
・事務の簡略化

解決できていない課題

・遊休農地（耕作放棄地）の解消
・農地法、民法等の専門性を高める研修への参加
・法改正により遊休農地（耕作放棄地）調査に関する事務量が大きく、
事務の効率化及び人員の適正配置

農地利用状況調査及び耕作放棄地全体調査対策事務に非常
勤職員の雇用
・臨時職員による調査準備・入力処理

③

・用紙　 0円（既存消耗品費で対応）
・郵送料71,120円（選挙人名簿

農業委員会の運営に要する経費

改善項目

遊休農地等に関する意向調査の実施

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

373

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

農林水産業費

農業費

農業委員会事務局担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

3.00

33,836

0826
（47）4025

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

農業委員会運営費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
安田　勝明

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

山根　厚志

チェック

・農業委員が意向調査の結果を基に農地を貸す意向のある農家
に対して、面接して詳しく意向を聞き、その農地情報を公表す
るなど遊休農地の減少や利用権の設定に努めている。
・職員の能力開発のため積極的に研修に参加させたい。

・効率的に事務が進むよう非農用地の扱いや公共性が特に高い
と認められる事業に係る施設について政令等で認められいてる
場合など事務の簡略化を図っている。
・市農業再生協議会、市農業振興協議会において、農業委員会
が実施した農家への意向調査結果など情報共有を図っている。
・今年度から遊休農地対策・利用権設定対策として、貸したい
農地情報の公表を行った。
・受益者負担については、耕作証明手数料

・「農業委員会等に関する法律」により、「市町村に農業委員
会を置く」とされている。
・「安芸高田市農業委員会に対する事務委任規則」により、
「市長の権限に属する事務」が「委員会」に委任されている。

・市民参加については、農家意向調査を実施し、利用権設定の
参考にしている
・「農業委員会だより」を年2回発行し全戸へ賃借料情報など
情報提供を行っている。
・市の広報紙を使って随時、農地法の制度の周知や無断転用防
止を呼びかけている。

×

○

款 6

国や県と重複のない事務事業である

1

200.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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